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金融 を 取り 巻く 環境 変化 
・ デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加 束 
・ 人 口 減少 ・ 高 齢 化 の 進展 
・ 低 金利 環境 の 長期 化 


金融 行政 の 目的 
金融 サー ビス の 向上 に 向け た 


「 金 融 育成 庁 」 と し て の 
7 つの 取組 み 


・ 安 定 的 な 資産 形成 
・ 企 業 ・ 経 済 の 持続 的 成長 
を 通じ た 国民 の 厚生 の 増大 


























. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 的 な 進展 へ の 対応 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 ~ 
. 家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推進 

. 活力 ある 資本 市 場 の 実現 と 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 

. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 レス テム の 安定 の 確保 経営 者 の 役割 と ガバ パナ ンス 
. 顧客 の 信頼 感 * 安 心 感 の 確保 金融 機関 の 行為 ・ 規 律 に 関す る 課題 < 

. 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 頁 献 及 び 当 局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 

. 金融 当局 ・ 金 融 行政 運営 の 改革 
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1. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 的 な 進展 へ の 対応 (1) 
金融 デジ タラ イセ ゼー ショ ン 戦 略 


画 生活 面 で は あら ゆる モノ ・ コ ト が デジ タル 情報 化し 、 ビ ジネス 面 で は 金融 だ け で な く 生 産 ・ 流 通 ・ 販 売 に 至る まで 、 さ ら に 行政 に お いて 
も 隅 々 まで デジ タル が 適用 され る デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン が 加速 


> IT を 活か し 、 決 済 等 の 金融 サー ビス を 切り 出し (アン バン ドリ ング ) 、e コ マー ス 等 の 業務 と 部 分 的 に 組み 合わ せる (リバ ンド リン 
グ ) な ど 、 新 し い プ レイ ヤー が 金融 分 野 に 進出 
> 情報 の 蓄積 ・ 分 析 が 量 ・ 質 と も に 飛躍 的 に 増加 ・ 向 上 し 、 情報 の 利 活 用 が 進展 っ ビジ ネス が 革新 的 に 変わ る 可能 性 
| 】 新しい プレ イヤ ー に よる イノ ベー ショ ン の 進展 が 進み や すい 環境 を 整備 し て いく 必要 


同時 に 、 既 存 の 金融 機関 も 、 新 し い プ レイ ヤー と の 協 働 ・ 連 携 や 競争 を 通じ て 、 ビ ジネス モデ ル 変 革 に よる 利用 者 利便 の 向上 が 求め ら 
れ て いる 


【 金 融 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 の 11 の 施策 】 


1. 情報 の 蓄積 と 利 活用 


利用 者 や 金融 機関 等 の 多様 な プレ イヤ ー が 情報 を 利 活 用 し や すく な る よう 、 ① 情 報 連 携 の た め の 環 境 整備 (決済 高度 化 ・ 
オー プン API の 推進) 、② 制 度 面 で の 検討 (機能 別 ・ 横 断 的 法制 に お いて 検討 ) を 行う と と も に 、③ 人 金融 機関 と IT の 戦略 的 活 
用 ・IT ガ バナ ンス に つい て 対話 を 実施 


2. 顧客 の プラ イバシー、 匿 名 性 や 顧客 情報 の 信頼 性 その 他 の 顧客 保護 
本 人 確認 の デジ タル 化 の 推進 の ほか 、 情 報 の 利 活 用 の 際 の 匿名 性 の 確保 、 顧 客 情報 の 信頼 性 確保 を 含む 個人 情報 の 保 
護 や 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 等 、 新 し い 技 術 を 活用 し た 顧客 保護 に 向け た 取組 み を 推進 


3. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン に 対応 する 情報 ・ 金 融 リ テラ シー 
どの よう な 金融 サー ビス が 利用 で きる か 、 ま た 、 自ら の 個人 情報 等 が 金融 を 含む 商品 ・ サ ービス の 勧誘 に どの よう に 利 活 
用 され る か と いっ た 情報 ・ 金 融 リ テラ シー の 向上 を 推進 
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1. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 加速 的 な 進展 へ の 対応 (2) 
金融 デジ タラ イセ ゼー ショ ン 戦 略 ~ 


. 金融 ・ 非 金融 の 情報 の 伝達 を 可能 と する 金融 イン フラ の デジ タル 化 


利用 者 の 利便 性 向上 や 企業 の 生産 性 向上 、 キ ャ ッシュ レス 化 に 向け た イン フラ 整備 と し て ① 企 業 の 財務 ・ 決 済 プ ロ セ ス の 
高度 化 や 、② 証 券 分 野 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 等 の 推進 


. 金融 行政 の デジ タル 化 


① 人 金融 機関 の シス テム 対応 コス ト を 低減 し つつ 、 当局 に よる リア ル タ イ ム な 実態 把握 を 可能 に する 官民 双方 に メリ ッ ト の あ 
る RegTech エ コシ ステ ム を 将来 的 に 構築 する た め の 検 討 、②EDINET の オー プン API 化 に よる 開示 情報 の 提供 等 を 実施 


. 様々 な サン ド ボ ッ クス 等 に よる イノ ベー ショ ン に 向け た チャ レン ジ の 促進 


(①「FinTech Innovation Hub」 を 立ち 上 げ 「100 社 ヒア リン グ 」 を 実施 する こと に より 情報 を 収集 する と と も に 、②FinTech 実 証 
実験 ハブ や ③FinTechn サ ポー ト デ ス ク 等 の 様々 な サン ド ボ ッ クス の 活用 を 促進 


. オー プン ・ ア ー キ テク チャ に よる イノ ベー ショ ン の 推進 


オー プン API の 推進 等 に より 、 金融 機関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 の 連携 を 推進 


. 国際 的 な ネッ トワ ー ク 
① 海 外 当 局 と の フィ ン テ ッ ク 推 進 協力 枠組 み の 構 築 、、② フ ィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト の 開催 に 取り 組む と と も に 、③ 仮 想 通貨 (暗号 資 
産 ) の 国際 的 な ルー ル 形 成 に 貢献 


. デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 基盤 と な る ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、Al、 ビ ピッ グ デ ー タ 技術 等 の 推進 


① ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 の 活用 可能 性 や 課題 等 に か か る 国際 的 な 共同 研究 の 実施 、②「FinTech Innovation Hub」 に お け 
る 要素 技術 等 に 係る ヒア リン グ の 実施 


. サイ バー セキ ュ リ ティ その 他人 金融 レス テム 上 の 課題 等 へ の 対応 


新た な 実効 性 ある サイ バー リス ク へ の 対応 策 を 金融 機関 に 促し 、 サ イ バ ー セ キュ リティ の 国際 連携 を 推進 する と と も に 、 デ 
ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン に 伴っ て 生じ る 金融 ンス テム の 新た な リス ク に 対応 


. これ ら の 課題 を 実現 する た め の 機 能 別 ・ 横 断 的 法制 


フィ ン テ ッ ク 等 の 技術 革新 の 動向 や 金融 サー ビス の トレ ンド の 方 向 性 も 視野 に 入れ つつ 、 金融 規制 体系 を より 機能 別 ・ 横 
断 的 な も の に し て いく こと に つい て 検討 





2. 家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推進 (1) 





(1) 顧客 本 位 の 業務 運営 の 確立 と 定着 


『 投信 放 和 の 了 売 会 社 に お いて は 、 投資 の 平 有 区 が 短 化 。 湊 場 で は 基 末 の 収 な 日 遷 衣 し た ブッ シュ 志 
可能 性 


還 お 資産 管理 、 運 用 を 行う 全て の 金融 機関 に お ける 顧客 本 位 の 業務 運営 の 浸透 ・ 定 着 に 向け 、 金 融 


機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 の 促進 が 課題 


「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 の 採択 社 数 ・ 








投資 信託 の 平均 保有 期間 の 推移 「 自 主 的 な KPI」 設 定 社 数 
年 ) 
6 思 ( 千 億 円 ) 
= mg 険 。 ( 還 ) NN 1 1 
銀行 自主 的 な KPI」 設 定 社 3 
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金融 機関 の 経営 者 が 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 を 自ら の 理念 と し て どの よう に 取り 入れ 、 戦 略 を 立て 、 そ の 上 で 、 現 場 
に お いて どの よう に 実践 し て いる か 、 重点 的 に 分 析 ・ 検 証 


顧客 アン ケー ト 調 査 を 通じ 、 金 融 機関 の 取組 み が 顧 客 に 浸透 し 、 金 融 機関 の 選択 に 活用 され て いる か な どの 実態 を 分 析 ・ 確 認 


投資 信託 の 販売 会 社 に お いて 比較 可能 な 共通 KPI の 普及 ・ 浸 透 を 図る と と も に 、 投資 信託 の 類似 商品 で ある 貯蓄 性 保険 も 含め 、 商 
品 内 容 等 の さら な る 「 見 える 化 」 を 促進 





2. 家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推進 (2) 


画 2018 年 1 月 開始 の つみ た て NISA は 、20 代 40 代 が 口座 開設 者 の 約 7 割 で あり 、 新た な 投資 家 層 の 拡大 に 寄与 。 た だ し 、 認 知 度 は 
4096 程 度 で あり 、 利用 は 一 部 の 層 に と ど ま る 現状 。 制度 面 ・ 普 及 面 の 双方 に お いて 、 更 な る 取組 み が 課題 


NISA 口 座 (2014 年 買 付 分 ) に お ける 損益 状況 一 般 NISA・ つ みた て NISA の 新規 口座 開設 数 の NISA( 一 般 ・ つ みた て ) 口 座 開 設 
(2018/8 末 ) b 推移 (2018/8 末 ) 状況 (年 代 別 ) 











1 
| 【 つ みた て NISA】 【 一 般 NisA】 
=9 70 歳 以 6 
80 歳 以 20 歳 代 
い に ! 9 9 20 歳 代 
(理容 比 事 全体 の 8 割 の 顧客 カ プラ ス の リタ ンク 60 つみ た て NISA 406 6 6% - 
40% = ーー ズバ > 
31% 
30% 
209 19% 
% 
6 内 10% L 14% 
10% - っ 3% % a 
1% 1% 
-70% 未 油 ーー So% 以 上 0 -10% 以 上 os 以上 +1o% 以 上 +30% 以 上 
Ox 未満 -30% 幸 7 os 未満 ox 未満 +1ow 未 油 +30% 末 満 +50% 示 満 ee he 





国民 の 生涯 を 通じ た 安定 的 な 資産 形成 を 支援 する 制度 の あり 方 に つい て 、 英 国 ISA も 参考 と し つつ 、 他 省庁 と 連携 し 、 具 体 的 な 検討 を 実施 
金融 リテラ シー の 向上 の た め 、 人 金融 庁 ・ 財 務 局 に よる 出張 授業 等 を 抜本 的 に 拡充 し 、 教 材 ・ 内 容 を 充実 


(3) 高 齢 社会 に お ける 金融 サー ビス の あり 方 の 検討 


長寿 化 の 進展 、 こ れ に 伴う 退職 世代 等 の 保有 する 金融 資産 割合 の 増加 、 資 産 構成 の 現 預 金 へ の 偏重 等 に よる 金融 資産 の 伸び 悩み 、 
ライ フス タイ ル の 多様 化 、 と いっ た 現状 


画 長生 き に 備え な が ら 、 自 身 の 状況 に 応じ た 資産 の 形成 ・ 取 月 し ・ 承 継 等 を 図っ て いく 必要 





金融 審議 会 市 場 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ に お いて 、 以 下 の 点 を 議論 。 顧客 の 状況 や ニー ズ を 起点 と し た ビジ ネス モデ ル へ の 転換 や 非 
金融 分 野 と の 連携 等 、 金 融 業 界 が 取り 組む べき 方 向 性 と 顧客 が 留意 すべ き 事項 に つい て の 原則 の と り ま と め を 実施 
① 顧客 の ライ フス テー ジ ・ 状 況 に 応じ た きめ 細やか な 商品 ・ サ ービス の 提供 の 推進 と それ を 支え る 環境 の 整備 


② 多様 な 顧客 が 自身 の 状況 に 適し た 商品 ・ サ ービス を 選択 で きる よう 、 老 後 の 収支 や 商品 ・ サ ービス の 「 見 える 化 」 
③ 個人 資産 や 事業 の 円 滑 な 承継 の た め の 金 融 サ ービス の あり 方 
(《④ フィ ナン シャ ル ・ ジ ェ ロ ント ロジ ー( 金 融 老 年 学 ) を 踏ま えた 投資 家 保護 の あり 方 





3. 活力 ある 資本 市 場 の 実現 と 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 (1) 


資本 市 場 の 機能 強化 に 向け た 取組 み 


資産 運用 業 の 高度 化 市 場 の 制度 的 基盤 整備 
市 場 監視 機能 の 強化 
の _ 資本 市 場 企業 情報 の 開示 の 充実 


会 計 監査 の 信頼 性 確保 





・ 適切 な 投資 判断 
・ 企業 と の 建設 的 な 対話 












顧客 本 位 の 業務 運営 
(良質 な 商品 サー ビス ) 





企業 中 長期 的 な 
企業 価値 の 向上 


ゃ デー 企業 収益 向上 の 果実 a 


(投資 、 配 当 、 賃 金 ) 


(1) ガバ パナ ンス 改 革 の 更 な る 推進 と 機関 投資 家 の 役 害 
と フォ ロー アッ プ 会 議 を 開催 し 、 政 策 保有 株 式 の 縮減 、 取締役 会 の 多様 性 、 個 別 


「 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 」 
(2014 年 2 月 策定 、2017 年 5 月 改訂 ) 議決 権 行使 結果 の 公表 な ど を 検証 
「 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス ・ コ ー ド 」 > 企業 と 投資 家 の 実 効 的 な 対話 や 企業 の 取組 み の ベ スト プラ クティ ス の 公表 を 行 
(2015 年 6 月 策定 、2018 年 6 月 改訂 ) うな ど を 通じ 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 を 更に 推進 


(2) 資産 運用 業 の 高度 化 
> 業務 運営 イン フラ の 高度 化 、 新 規 参入 の 円 滑 化 、 投 資 運 用 人 材 の 育成 ・ 確 保 な ど 、 資 


時 ri : li 産 運用 業 の 活性 化 ・ 高 度 化 に 向け た 課題 に つい て 、 総 合 的 な 検討 ・ 取 組み を 推進 
リ /d 生 オク 
同和 > 利益 相反 管理 態勢 や 運用 力 の 高度 化 に つなが る ガバ ナン ス 機 能 の 発揮 状況 な ど に つ 
いて 検証 ・ 対 話 。 投 資 運用 業者 の より 高度 な 業務 運営 態勢 の 確立 を 志 貼 





高齢 社会 に お ける 





長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 








3. 活力 ある 資本 市 場 の 実現 と 市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 (2) 


(3) 企業 情報 の 開示 ・ 会 計 監 査 





> 経営 戦略 や ガバ ナン ス 情 報 ( 政 策 保有 株 式 、 役 員 報 酬 等 ) な どの 企業 情報 の 開 


画 投資 判断 に 必要 な 情報 を 十分 か つ 正 確 示 の 充実 に 向け 、 以下 の 取組 み を 実施 


に 、 適 時 に わか りや すく 提供 する 必要 
還 監査 法人 の マネ ジメント の 強化 や 会 計 


内 閣府 令 の 改正 ・ プ リン シゴ プル ベー ス の ガイ ダン ス の 策定 


監査 に 関す る 情報 提供 の 更 な る 充実 を ぐ ベス ト プ ラ クティ ス の 収集 ・ 公 表 | 
行う 必要 > 会 計 監査 の 信頼 性 確保 の た め 、 監 査 人 に 対し て より 詳細 な 情報 提供 が 求め られ 





る ケー ス に お ける 対応 の 在り 方 に つい て 検討 
(4) 金融 ・ 資 本 市 場 の 制度 的 基盤 整備 


> 社債 市 場 を は じ め と する クレ ジッ ト 市 場 に つい て 、 リ スク に 見 合っ た 適正 な リタ ー 
ン が 確保 され ず 、 そ の 機能 が 十分 発揮 され て いな い の で は な いか と いっ た 観点 を 


還 金融 ・ 資 本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 向 上 に 向 踏ま え 、 多様 な プレ ー ヤ ー が 参加 する 厚み の ある 市 場 の 形成 ・ 発 展 に 向け た 課 
けた 必要 な 対応 ・ 検 討 を 進め る 必要 題 と 対応 策 を 整理 ・ 検 計 


と 取引 所 の 国際 競争 力 の 強化 、 デ リバ ティ ブ 取 引 市 場 の 拡大 、 投 資 家 の 利 便 性 の 
向上 の た め 、 関 係 者 へ の 働き か け を 強化 。 総合 取引 所 の 早期 実現 へ 前 進 


(5) 市 場 監視 機能 の 向上 


> 潜在 的 リス ク に 着目 し た マク ロ 的 な 視点 に 基づく タイ ムリ ー な 市場 監 視 を 継続 。 
画 市 場 の グロ ー バ ル 化 や デジ タラ イ ゼ ー 現在 の 市 場 監視 手法 や 着眼 等 の 改善 を 実施 


ショ ン の 進展 な どの 環境 変化 に 的 確 に 


行政 処分 の 勧告 を 行う だ け で な く 、 関係 者 と の 対話 を 通じ た 問題 意識 の 共有 や 
対応 する 必要 


対外 的 な 情報 発信 を 実施 
> Al 等 の 活用 も 含め た 新 市 場 監視 シス テム の 導入 に 向け 検討 





4. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 (1) 


ー 経 営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 
(1) 地域 金融 機関 


画 地域 銀行 は 、 足 元 で は 役務 取引 等 利益 の 増加 に よっ て 本 業 利益 率 は 下げ 止ま っ て いる も の の 、 過 半数 の 54 行 で 本 業 利益 (貸出 ・ 手 
数 料 ビ ジネス ) が 赤字 (うち 52 行 が 2 期 以 上 連続 赤字 )。 連続 赤字 の 地域 銀行 が 年 々 増加 。 本業 赤字 を カバ ー し て いた 公社 債 等 の 含 
み 益 は 減少 

昌 ビジ ネス モデ ル の 持続 可能 性 や 、 有 価 証券 運用 の リス ク テ イ ク 等 に 課題 を 抱え る 地域 銀行 を みる と 、 経 営 戦略 等 を 着実 に 実施 で きる 
態勢 の 構築 、 リ スク テイ ク 領 域 ・ 上 限 の 設定 や ガバ ナン ス の 発揮 な ど が 不 十分 な 先 が 存 在 

画 金融 仲介 機能 の 発揮 状況 に つい て は 、 企 業 ア ン ケ ー ト 調査 の 結果 や 金融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク に よれ ば 、 地 域 金 融 機 関 の 
顧客 企業 と 向き 合う 意識 ・ 取 組 姿 勢 に 一 定 の 改善 の 兆し 


本 業 利益 の 利益 率 と その 増減 幅 ピー アー や 
(2017 年 3 月 期 こ 2018 年 3 月 期 ) 地域 銀行 の 本 業 赤字 の 状況 


企業 アン ケー ト 調 査 の 結果 ・ 





金融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク の 状況 

















































































05x r 益 率 50% 金融 機関 に よる 経営 課題 の 把握 ・ 企 業 と の 
| ・ 対話 に つい て 一 定 の 改善 の 兆し が 穴 わ れる 
40% 
人 に 在 業 アン ケー ト 調 の 培 果 。。 。 全 ち 信 先 に 占め る 事業 性 評価 に 基づく 
F 均 値 (2016 年 3 月 期 一 2017 年 3 月 期 ) @ O34 ( 比べ 、 経 営 上 の 課題 や 悩み , 融資 を 行っ て いる 与信 先 の 割合 
平均 値 (2017 年 3 月 期 2018 年 3 月 期 ) 30% を 良く 聞い て くれ る よう に な っ た か ) a 、 の 生生 
に 2%, 人 @ 0% 0 40% 60% ^ 80% 100% 1 (共通 ベン チマ ー ク 5) 
© 
8 利益 率 増減 幅 a あま 
° (%pt) ! 
A020 4015 4010 4 0.20 15.04% 
H 0 10.69% 
0% i 8.19% 
15 16 17 (年度) 
村 == ョ 5 期 以上 連続 ーーー 4 期 連続 ! 
ーーー3 期 連続 ーー 2 次 連続 ”。 oe 
A 05% ピー ンド ーー 連続 赤字 行 数 比率 1 16 17 18 (年 度 ) 
( 注 1)@: 黒 字 @: 単 年 度 赤字 4:2 期 連続 赤字 Xx:3 期 以上 連続 赤字 ( 注 ) 連 続 赤 字 行 数 比率 は 、 地 域 銀 行 106 行 に 占め る 本 業 利益 が 2 期 以 | ( 注 ) 16/3 期 ご 18/3 期 の 3 期 分 全て に 
( 注 2)@ は 地域 銀行 106 行 の 平均 値 上 連続 し て 赤字 と な っ て いる 銀行 の 比率 RI EE お いて 計数 の 提出 が あっ た 地域 
( 注 3) 本 業 利 益 の 利益 率 (資料 ) 金融 訂 ロ 1. 良 く 聞 いて くれ る よう に な っ た 銀行 91 行 の 平均 
=( 貸 出 残高 X 預 貸金 利回り 差 十 役務 取引 等 利益 一 営業 経費 ) - 預 金 ( 平 残 ) i 2 宮 和 PN | 
ロ 4 昨年 同様 、 全 く 聞 いて くれ て いな い ! 





(資料 ) 金 融 庁 (資料 ) 金 融 庁 ( 注 ) メ イン パン ク に つい て 和 集計! (資料) 金融 庁 8 


4. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 (2) 


ー 経 営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 
(1) 地域 金融 機関 


画 地域 金融 機関 が 、 安 定 し た 収益 と 将来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 金 融 仲 介 機能 を 十分 に 発揮 する こと を 通じ て 、 地 域 企業 の 生産 性 向 
上 、 ひ いて は 地域 経済 の 発展 に 貢献 し て いく た め に は 、 経 営 陣 に よる 適切 な 経営 戦略 の 策定 ・ 実 行 と 取締 役 会 等 に に る ガバ ナン ス の 
発揮 が 重要 。 ま た 、 こ の よう な 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に あめ た っ て は 、 時 間 軸 を 意識 し て 取り 組む こと が 必要 









経営 陣 
明確 な 経営 理念 

的 確 な 現状 分 析 に 基づい た 

経営 戦略 (RAF な ども 活用 ) 

・ 着 実に 実行 する た め の 態 替 

・PDCA の 実践 








| 
金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 | , 
(地域 企業 の 生産 性 向上 

・ 地 域 経済 の 発展 に 貢献 ) | 
| 


( 注 )RAF : Risk Appetite Framework 
> 将来 に わた る 健全 性 が 維持 され る よう 、 オ ン ・ オ フー 体 の モニ タリ ング を 実施 。 特に 深刻 な 課題 を 抱え る 先 に つい て は 、 課 題 解決 に 向 


けた 早急 な 対応 を 促進 。 こ の た め 、 早 期 警戒 制度 を 見 直し 
と 金融 庁 の 「 地 域 生 産 性 向上 支援 チー ム 」 と 各 財 務 局 と が 連携 し 、 地 域 企業 及び 関係 者 と の 関係 構築 ・ 対 話 を 通じ 、 地域 企業 ・ 経 済 の 


実態 を きめ 細か く 把 握 。 そ れ ら を 基 に し た 地域 金融 機関 の 経営 トッ プ を 含む 経営 陣 や 、 社 外 役員 を 含む 取締 役 ・ 監 査 役 等 (以下 「 経 党 
陣 等 」) や 営業 現場 の 責任 者 と の 深度 ある 対話 を 通じ 、 金 融 仲介 機能 の 発揮 を 促進 





4. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 (3) 


ー 経 営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 
(2) 大 手 銀行 グル ー プ 


画 我が国 の 金融 ンス テム は 総じて 安定 し 頑健 性 を 備え て いる も の の 、 収 益 力 は 低下 傾向 
画 緩和 的 な 金融 環境 の 下 、 リ スク 性 資産 価格 の 上 昇 や リス ク 選 好 の 高まり が 見 られ 、 グ ロー バル に 収益 追 求 行動 に よる リス ク が 蓄積 
画 海外 業務 が 拡大 する 中 、 新 興国 を 含む 内 外 経 済 ・ 市 場 環境 の 急激 な 変化 へ の 対応 や 安定 的 な 外貨 調達 に 向け た 取組 み 等 が 課題 


2 オフ ィ ス 価格 の 動向 ーー レジ ッ ト 市 場 の 動向 新興 国 市 場 へ の 資金 フロ ー 






































6 凌 由 ) 
資産 価格 は 上 昇 基調 ドル ) 
東京 BBB 社 債 比率 a 株式 
48 | | 
ee 債券 流入 
46 200 
8 150 資金 流出 本 
44 時 
5 
Mu 全開 | 
2 0 "NW | 5 『 | 1 Ml 
40 
投資 適格 社債 に 占め る 
1 38 BBB 社 債 比率 が 上 昇 9 
-150 
14 15 16 年 度 MY 11/10 12/10 13/10 14/10 15/10 16/10 17/10 "10 11 12 13 14 15 16 17 18 "A 
市 電 連 拓 を 除く 人 終 凶 ワ (重度) 内 (年 177 17/10 18/1 184 
ーーー rr ( 注 )2010 年 10 月 1 日 三 100 と し て 指数 化 の の MP PR ( 注 ) 株 式 は 10 か 国 、 債 券 は 7 か 国 の 後方 4 週間 の 合計 値 
( 注 ) 収 益 と 普通 株 式 等 Tier1 比 率 は 、 そ れ ぞ れ 3 メガ バン ク (資料 ) 一 般 財団 法人 日 本 不動 産 研究 所 より 、 金 融 庁 作 成 (資料 ) Thomson Rakere より 、 金融 庁 作成 (資料 ) 各 国 証 券 取 引 所 、Bloomberg よ り 、 人 金融 庁 作成 


グル ー プ の 合算 値 と 加重 平均 
(資料 ) 各 社 公表 資料 等 より 、 金 融 庁 作成 


> 大 手 銀行 7 グル ー プ を 対象 と し た 水平 的 レビ ュー を 実施 し 、 リ スク 管理 等 に 関す る ベス ト プ ラ クティ ス の 追求 に 向け た 取組 み を 促進 
と マク ロ プ ルー デン ス 及 び ミ クロ プル ー デ ンス の 観点 か ら 、 以 下 の 課 題 へ の 対処 に つい て 対話 を 実施 
デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 、 経 営 環境 の 変化 に 柔軟 に 対応 で きる 経営 ・ ガ バナ ンス 態勢 の 高度 化 
グル ー プ ・ グ ロー バル ベー ス の 経営 管理 態勢 の 高度 化 や 、RAF や スト レス テス ト を 通じ た リス ク 管 理 態勢 の 高度 化 





ど 
" 融資 規律 の 維持 や クレ ジッ ト サ イ クル の 転換 を 見 据え た 適 a 
ソ Y 機動 的 な ポー ト フ ォ リ オ 運 営 の 態勢 整備 、 安 定 的 な 外貨 調達 と 外貨 流動 性 管理 の 高度 化 、 政 策 保有 株 の 着実 な 縮減 





4. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 (4) 


< 経営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 
(3) 保険 会 社 等 


画 顧客 が 自ら の ニー ズ に 適っ た 選択 を 行う た め に 、 保 険 商 品 の 「 見 える 化 」 を 含む 環境 整備 が 重要 


画 低 金 利 環境 の 継続 等 に より 収益 環境 が 厳し さ を 増 す 中 、 内外 経 済 ・ 市 場 の 変動 や 自然 災害 の 激甚 化 、 サ イ バ ー 攻 撃 に よる 被害 等 の 
新た な 保険 引受 リス ク の 出現 等 、 保 険 会 社 を 取り 巻く リス ク 変 化 が 加速 し て お り 、 こ れ ら に 対応 し た リス ク 管 理 態勢 等 の 構築 が 重要 


画 国内 保険 市 場 の 縮小 の 可能 性 や 、 長 寿 化 に よる 医療 ・ 介 護 負 担 の 増加 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン や 自動 運転 技術 の 進展 等 に 伴う 新た な 
保険 ニー ズ の 出現 等 、 経 営 環境 の 変化 に 対応 し て いく こと が 重要 


我が国 の 人 口 と 新 契 約 件 数 (生保 (個人 保険 )) の 推移 隊 議 目 然 災 害 に よる 火災 保険 金 の 支払 状況 (国内 ) 





























































































司 (件 ) 
(98 年 =100) ( 千 人 ) 保 2000 (除く 地震 災害 ) 278,712 3o0000 支 
推計 還 mmm 風 炎 ・ ひ よう 災 に よる 保険 金 払 
1oo 金 wma 和合 炎 に よる 保険 金 は 
120,000 RSSSs 水 災 に よる 保険 金 
1.500 ーー 一 支払 件 数 183,084 っ ooooo 
80 
90.000 141,55 
120,635 
60 
1.000 ・ 1 100,000 
60,000 59,773 際 績 95.987 
40 43,929 ] 
3,873 14 450 
41,089 
26 ーー a ead ( 右 軸 ) 30.000 500 0 
新 契 約 件 数 ( 左 軸 ) 
| i 的 作 吉 5 
! | 前章 前 肖 衣 INUTIUMTITHJUTJII 中 | 0 9 kN 1: / el 135 
98 05 10 15 20 25 30 35 40 45 。 LR 瑞 表 0 OA Re ed RR 
( 注 1) 総 人 口 及 び 生 産 年 齢 人 口 は 、 各 年 度 10 月 1 日 時 点 (年 度 ) 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 (年 民 
( 注 2) 新 契約 件 数 (生保 (個人 保険 )) は 、 日 本 生命 、 第 一 生命 、 明 治安 田 生 命 、 
PP か ( 注 ) 近 年 の 主 な 自然 炎 害 14 年 2 月 雪害 、 15 年 8 月 台風 15 号 
(資料 ) 総 PD 計 局 、 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 、 保 険 研究 所 より 、 金 融 庁 作 成 (資料 ) 損 害 保険 料率 算出 機構 より 、 金 融 庁 作成 


貯蓄 性 保険 (特に 外貨 建 保険 ) の 販売 時 に お ける 顧客 へ の 適切 な 情報 提供 に 関す る ベス トブ プ ラク ティス の 追求 に 向け 、 各 社 と 対話 
リス ク 管 理 の 高度 化 を 促し つつ 、 経 済 価 値 ベ ペース の 資産 負債 評価 の 考え 方 を 検査 ・ 監 督 に 取り 入れ て いく ほか 、 自 然 災 害 等 に か か る 


保険 引受 リス ク や 資産 運用 の 管理 態勢 に つい て の モニ タリ ング を 高度 化 
経営 環境 の 変化 に 対応 し た 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 、 経 営 全般 に わた る ガバ ナン ス 機 能 に つい て 、 各 社 の 経営 陣 等 と 対話 





4. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 (5) 
ー 経 営 者 の 役割 と ガバ ナン スー 


(4) 証券 会 社 


証券 会 社 は 収益 や 健全 性 が 市 場 ・ 景 気 動 向 の 影響 を 受け や すい 特性 が ある た め 、 市 況 等 に 左右 され に くい 安定 的 な 収益 ・ 財 務 基 盤 の 
構築 が 課題 

グロ ー バ ル な 業務 展開 を し て いる 証券 会 社 に つい て は 、 将来 を 見 据え た 経営 戦略 の 策定 や 機動 的 な リス ク 管 理 の 実施 が 重要 

こう し た 経営 課題 や 経営 戦略 に つい て 、 取 締 役 会 が 経営 に 対す る 監督 機能 を 有効 に 果たす な ど 、 適 切な ガバ ナン ス 機 能 が 発揮 され る 
こと が 重要 


顧客 本 位 の 業務 運営 の 確立 ・ 定 着 に 向け た 営業 現場 に お ける 取組 みや 、 そ の 定着 度合 い を 示す KPI の 策定 状況 等 に つい て モニ タリ ング 
グロ ー バ ル な 業務 展開 を 支え る 経営 管理 態勢 の 強化 や 海外 業務 の 特性 を 踏ま えた リス ク 管 理 態 勢 の 強化 に つい て モニ タリ ング 


証券 会 社 を 取 巻 く 環境 変化 が 激しい 中 に あっ て 、 経 営 戦略 の 策定 等 に あたっ て ガバ ナン ス 機 能 が 適切 に 発揮 され て いる か 、 経 営 陣 等 
と 深度 ある 対話 を 実施 





(5) 外国 金融 機関 


外国 金融 機関 の 日 本 拠点 で は 、 運 用 難 の 一 部 本 邦 金 融 機 関 へ の 外貨 運用 商品 の 提供 や 、 日 系 の 金融 機関 に 対す る ドル 流動 性 の 供 
給 と いっ た 動き に 加え 、 金 融 危 機 時 に 撤退 し た ビジ ネス を 再開 させ る 動き が み ら れ る 。 これ に 伴い 、 金 融 機関 の リス ク 特 性 が 将来 に 向 
か っ て どの よう に 変化 する か を 予見 し 、 よ り 効 果 的 な モニ タリ ング に 結び 付け て いく こと が 課題 

G-SIBs の 円 滑 な 破綻 処理 の た め の TLAC 国 際 規 制 が 2019 年 か ら 実 施さ れる こと か ら 、 新 た な 破たん 処理 枠組 み を 踏ま えた 監督 対応 が 
重要 


事業 戦略 の 変革 に 伴う 日 本 拠点 の リス ク 変 化 を と ら え た 上 で 、 内 部 統制 や ガバ ナン ス に つい て モニ タリ ング を 実施 
外国 金融 機関 の 本 部 ・ 日 本 拠点 と の 対話 を 通じ て ベス ト プ ラク ティ ス を 収集 し 、 こ れ ら の 知見 を 我が国 の 金融 シス テム の 発展 に も 活用 


海外 当局 と の 連携 を 深化 する こと に より 、 日 本 で 活動 する G-SIBs に つい て 危機 時 の 当局 及び G-SlBs の 対応 能力 を 強化 





5. 顧客 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 (1) 
て 金融 機関 の 行為 ・ 規 律 に 関す る 課題 ~ 


ー 5 社 融 穫 関 "当局 多様 な 情報 源 か ら 
(1) コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 上 の 課題 と 取組 み の 問題 意識 を 情報 を タイ ムリ ー 


に 収集 










の 重要 問題 と 捉え られ ず に 局所 的 対応 に 留まる 事例 が 存在 話 中 
還 当局 と し て も 、 金 融 機関 の ビジ ネス モデ ル を 踏ま え リ スク と な りう る 情報 を 前 広 に 察知 ・ 分 析 す る 必要 


幅広 い 情 報 収集 を 通じ た リス ク の 特定 ・ 評 価 を 行い 、 リ スク の 程度 に 応じ た モニ タリ ング を 実施 

(個別 金融 機関 で 生じ た 間 題 が 広がり を も っ て 業態 横断 的 に 生じ る 可能 性 も 考慮 ) ーー 

情報 収集 ・ 分 析 、 実 態 把握 を も と に 、 
重要 な リス ク を 特定 ・ 評 価 


(2) 内 部 監査 
昌一 部 の 金融 機関 の 内 部 監査 は 、 経 営 へ の 牽制 機能 を 発揮 する 観点 か ら 、 さ ら な る 高度 化 が 必要 
> 内 部 規程 等 の 遵守 状況 を 検証 する 準拠 性 監査 を 、 内 部 統制 の 有効 性 の 評価 に 重点 を 置い た 監査 等 、 経 営 に 資す る 監査 へ 転換 し て 


いく た め の 対 話 を 実施 
(3) 投資 用 不動 産 向け 融資 


還 アパート ・ マ ンション や シェ アハ ウス 等 を 対象 と し た 投資 用 不動 産 向け 融資 に つい て は 、① 金 融 機関 ・ 悪 質 な 持 込 不 動産 業者 双方 が 
関与 し た 、 入 居 率 ・ 賃 料 、 顧 客 財産 ・ 収 入 状 況 の 改ざん 、② 抱 き 合 わせ 販売 と いっ た 、 顧 客 保護 の 観点 か ら 問 題 あ る 事例 が 発生 

画 不動 産 価格 が 相対 的 に 高額 に 設定 され 顧客 が 過大 な 債務 を 負う ケー ス や 、 空 室 率 の 上 昇 ・ 賃 料 の 低下 に より 顧客 が 返済 不能 と な る 
ケー ス 、 その 結果 金融 機関 に お いて 損失 が 発生 する と いっ た 信用 リス ク 管理 上 の 問題 が 存在 





と 投資 用 不動 産 向け 融資 に 関し て 、 横 断 的 アン ケー ト 調 査 や 検査 も 活用 し つつ 、 以下 を 中 心 に 深度 ある モニ タリ ング を 実施 
" 顧客 の 返済 可能 性 を 考慮 し た 融資 実行 時 の 審査 、 持 込 不 動産 業者 が 提示 し た 価格 の 検証 や 、 空 室 率 ・ 賃 料 水準 の 推移 の 把握 
を 前 提 と し た 期中 管理 を は じ め と する 融資 審査 ・ 管 理 態 勢 


" 顧客 の 不動 産 購入 目的 を 踏ま えた 借入 の 合理 性 の 検証 や 、 賃 料 収入 に 関す る リス ク の 説明 等 、 顧 客 保護 等 管理 態勢 
" 不当 な 抱き 合わ せ 販 売 を 防止 する 等 の 法令 等 遵守 態勢 





5. 顧客 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 (2) 
て 金融 機関 の 行為 規律 に 関す る 課題 ~ 


6 剛 較 ビッ トコ イン 価格 推移 (17 年 1 月 以降 ) 
(4) 仮 想 通貨 (暗号 資産 rm 


200 








還 仮想 通貨 (暗号 資産 ) を 取り 巻く 内 外 の 環境 の 急速 な 変化 ( 例 : 価 格 の 乱高下 、 新 た な 取 
引 ( 証 拠 金 取引 や 資金 調達 (ICO) 等 ) の 登場 な ど ) 
画 顧客 か ら の 預り 資産 の 外部 流出 事案 等 の 発生 
= イノ ベー ショ ン に 配 意 し つつ 、 利 用 者 保護 の 確保 に 向け て 、 仮 想 通 貨 交換 業 の 適正 化 を o 
図っ て いく こと が 重要 17 年 1 月 7 月 18 年 2 月 8 月 


(資料 )Cryptocompare(18 年 9 月 3 日 時 点 ) 


< 日 日 旦 ラテ ee - エ ー 内 仮想 通貨 交換 業者 に お ける 
等 で 把握 し た 問題 上 019 年 月 中 間 と り ま と め ) を 踏ま えて 厳正 に 登録 審査 ・ モ ニタ リン 


自主 規制 団体 の 認定 申請 に 対す る 審査 を 実施 する と と も に 、 自 主 規制 機能 の 早期 確立 を 促進 8 5.4% ha 恒 ペー ス ( れ 取引 に つい て は 
日 本 が 2019 年 G20 議 長 国 で ある こと を 踏ま え 、 国際 協調 に 向け た 主導 的 な 役割 を 果たす 
「 仮 想 通 貨 交換 業 等 に 関す る 研究 会 」(2018 年 3 月 設置 ) に お いて 、 必 要 な 制度 的 対応 を 検討 


100 





( 注 ) 対 象 は 、 登 録 業 者 の うち 14 社 及び み 
な し 業者 3 
(資料 ) 日 本 仮想 通貨 交換 業 協会 





ョ m 現物 取引 m 証 拠 金 ・ 信 用 ・ 先 物 取 引 


(5) 金融 サー ビス の 利便 性 向上 (7) 不 正利 用 や 金融 トラ ブル へ の 対応 


- > イン ター ネッ ト 等 を 利用 し た 非 対 面 取 引 の 安全 対策 ・ 不 正 送金 へ の 対応 
> 訪日 外国 人 の 利便 性 向上 
7 日 外国 人 の 利便 性 向 > 振り 込め 詐欺 等 へ の 対応 
> 障がい 者 等 の 利便 性 向上 > 金融 犯罪 ・ 舞 登録 業者 へ の 対応 
> 金融 ADR 制 度 の 運用 


(6) 個人 向け 与信 に 関す る 取組 み (8) そ の 他 の 重点 施策 


と 銀行 カー ドロ ー ン 
> 信用 情報 機関 の 信用 情報 の あり 方 
と 多重 債務 問題 へ の 取組 み 


と 岩 災 等 自然 災害 へ の 対応 


> 業務 の 継続 態勢 の 整備 





6. 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 真 献 と 当局 間 の ネッ トワ ー ク *・ 協 力 の 強化 


(金融 規制 改革 を 含む 国際 的 な 議論 へ の 頁 献 ) 
mm デジ タラ イ ゼ ーション や 高齢 化 の 進展 等 に より 経済 ・ 金 融 シ ステ ム の 持続 可能 性 に か か る 課題 が 国内 外 に 存在 
> 2019 年 G20 議 長 国 と し て 、 世 界 共通 課題 の 解決 に 向け て 議論 を 主導 
特に 規制 の 影響 評価 、 金 融 市 場 の 分 断 回 避 、 仮 想 通 貨 (暗号 資産 ) の ルー ル 形 成 等 の 金融 レス テム 上 の 課題 に 加え 、 高 齢 化 社会 
に お ける 金融 包摂 等 の 幅広 い 課題 解決 に 取り 組む 
(持続 可能 な 開発 目標 (SDGs (Sustainable Development Goals) の 推進 ) 
> 関係 省庁 と も 協力 し 、TCFD 提 言 に 沿っ た 開示 に 取り 組む 金融 機関 ・ 企 業 を サポ ー ト する 等 、 引 き 続き 積極 的 に SDGs を 推進 
( 注 )TCFD(Task Force on Climate-related Financial Disclosures): FSB( 金 融 安定 理事 会 ) 設立 の 気候 関連 財務 情報 開示 タス ク フ ォ ー ス 


(マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対応 ) 


> 我が国 が 規制 で 先行 する 仮想 通貨 (暗号 資産 ) に 関し 、G20 や FATF の 議論 を 引き 続き 主導 。 本 邦 金融 機関 の リス クベ ー ス ・ ア プロ ー チ 
で の 管理 態勢 に つい て 、 モ ニタ リン グ を 通じ て 高度 化 を 促進 ( 注 ) FATF(Financial Action Task Force) : 金融 活動 作業 部 会 


(2) 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 


還 各国 と の 協力 枠組 み は 両 国 の 経済 ・ 金 融 の 発展 と 安定 に 資す る こと が 重要 
> 具体 的 な 取組 み ( 日 米 経済 対話 、 日 EU 金 融 規 制 ・ 監 督 協力 枠組 み 、 
日 中 金融 協力 、 ミ ャ ンマ ーー 支援 計 画 等 ) を 今後 更に 推進 
特に 、 ア ジア 新興 国 等 へ の 技術 協力 に つい て は 、 本 邦 金 融 機関 の 進出 支援 
の 観点 も 踏ま えつ つ 、 相手 国 の ニー ズ に 寄り 添っ た プロ グラ ム 実 施 を 通じ て 
制度 整備 等 に 貢献 。 GLOPAC( グ ロー バル 金融 連携 セン ター) に つい て は 研修 や 卒業 生 と の ネッ トワ ー ク を さら に 充実 。 これ ら の 取組 
み を 通じ て 相手 国 当局 と の 規制 ・ 監 督 等 の 協力 枠組 み を 強化 


ミャンマー 保険 セク ター 支援 計画 の ミャンマー 当局 へ の 手 交 
(2018 年 6 月 ) 





7. 金融 当局 ・ 金 融 行政 運営 の 改 時 





1) 金融 庁 の 改革 
中 金融 行政 の 質 を 不断 に 向上 させ て いく た め 、 金 融 庁 が 、 職 員 に と っ て や り が い を 感じ 、 自 身 の 成 長 を 実感 で きる 職場 と な る 必要 


と 以下 の よう な 取組 み を 通じ 、 若 手 職員 を 中 心 と し た 人 材 の 育成 ・ 活 用 、 組 織 の 活性 化 を 実施 
" 上 司 が 部 下 に きめ 細か く 育 成 ・ 指 導 ・ 評 価 を 行い 、 活発 な コミ ュ ニ ケー ショ ン が 図ら れる 環境 整備 (業務 単位 の 少 人 数 グル ー プ 化 ) 


ツ 外部 有識者 等 を 交え た 、 職 員 に よる 自主 的 な 政策 提案 の 枠組 み の 設置 (政策 オー プン ラボ ) 
> 組織 文化 (カル チャ ー) 及 び ガ バナ ンス の 改革 の 進捗 状況 に つい て 、 職 員 の 満足 度 を 含め 定期 的 に 検証 ・ 公 表し 、 更 な る 改善 を 実現 


(2) 検査 ・ 監 督 の あり 方 の 見 直し 


画 「 検 査 ・ 監 督 基本 方 針 」(2018 年 6 月 公表 ) を 踏ま えた 検査 ・ 監 督 を 実践 する と と も に 、 モ ニタ リン グ の 質 ・ 深 度 や 当局 の 対応 を 不断 に 改 
普 す る 必要 





検査 ・ 監 督 基本 方 針 
更に 必要 な 


方 針 を 踏ま えた 更に 必要 な 
モニ タリ ング 実施 モニ タリ ング の 実践 分 野 別 「 考 え 方 と 進め 方 」 対話 材料 の 公表 
・ これ まで も 行っ て きた オン ・ オ フー 体 の ・ 健全 性 政策 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク に 係る 基本 
継続 的 な モニ タリ ング や 、 優 先 課題 の 方 針 案 を 公表 済 _ 
重点 的 な モニ タリ ング の 実施 " 今後 、 問 題 意 識 の 共有 ・ 現 状 の 把握 の た め 金 融 
機関 と 対話 。 それ に よっ て 得 ら れ た 事例 を 公表 
し 、 金 融 機関 の 自律 的 取組 み を 促す 
6 es ・ 必要 性 が 高い 分 野 の 「 考 え 方 と 進め 方 」、 課題 や 
a 着眼 点 な ど を 順次 公表 
な ら な いよ う 検 証 


継続 的 な 改善 
内 部 検証 ・ 外 部 評価 を 通じ た 品質 管理 の 徹底 
っ 検証 結果 を 踏ま え 必 要 な 改善 を 図る 。 プロ セス の 不断 の 見 直し を 実施 





